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地域の中で、関係をつくる③ 

― 住民自治のしくみをつくり、支える（鳥取県智頭町
ち づ ち ょ う

） ― 
 

主任研究員 稲垣 円 
 

 

少子・高齢化や人口の流出などによって起こる地域社会の担い手不足は、じわじわ

と地域コミュニティの機能低下を招いていく。とりわけ小さな町村にとっては、住民

自身がまちの在り方を考え、運営する主体になっていかなければ、まちを維持するこ

とも住み続けていくことも難しくなるだろう。 

とはいうものの、すぐに活動が生まれ、花開き、経済効果が得られたりするような、

華々しいものになるわけではない。さらに言えば、地域住民だけでなく、行政や地域

を支えるさまざまな組織等と協力しあいながら創意工夫し、積み重ねていかなければ

一過性の盛り上がりで終わり、先細りしてしまう。 

鳥取県智頭（ちづ）町は、約30年に渡って住民主体のまちづくりを実践している。

本稿では、智頭町の取り組みから、日本の典型的な中山間地域において、住民がどの

ように地域価値を見出し、主体的な活動として形にしていったのか紹介する。 

 

＜「０（ゼロ）」から「１（イチ）」を生み出す＞ 

 智頭町は、鳥取県の南東部に位置し、

岡山県に隣接する。周囲は、1,000メー

トル級の山々に囲まれ、総面積の90％以

上が杉をはじめとする山林だ。その谷々

には80を超える集落が点在している。 

江戸時代から続く歴史ある林業地は、

日本林業の不況に伴い廃業する町民も増

えたことから、最盛期のころ(1960年代)

に約14,000人だった人口は、現在では

7,000人を割り半数以下にまで減少して

いる。主要産業の衰退による人材流出が進めば、収入を得る場としての価値や、総事

（そうごと）＊１などを通じて人間関係をつくる機会が失われ、地域のまとまりも失

われてしまう。 

こうした状況に、1980年代後半からまちの有志が集まり、集落をつくりなおすた

めの活動がはじまった。その成果の一つとして平成９年（1997年）、「日本１/０（ゼ

智頭町 

図表１ 鳥取県智頭町
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ロ分のイチ）村おこし運動」（以降、ゼロイチ運動）が生まれた。 

「ゼロイチ」という言葉には、「１を０で割れば無限大になる（正確には、１をよ

り０に近い数字で割ることで、解が無限大に近づく）」ことから、事例のないところ

（ゼロ）から、有（イチ）を創出することを意味して、名付けられた。 

ゼロイチ運動に参加する集落は、まず全戸の賛成のもとに「集落振興協議会」と

いう新たな組織を設立し、「交流・情報」「住民自治」「地域経営」の３つの柱に沿っ

て活動を行う。協議会は集落全戸が5,000円以上を負担して全住民で運営していくこ

と、また各々の責任で、ボランティアで活動することを基本条件とした。 

それに対して行政（智頭町）は、集落振興協議会の活動をサポートする人員を配

置し、資金面では「やる気のある集落を積極的に支援する」という方針の下、10年間

で300万円支援を行うこととした＊２。 

この取り組みの画期的だった点は、旧来の集落各戸から１名が強制的に参加させ

られる方法ではなく、個人で総会に参加することができ、活動も義務でなく個人の意

思で行う点だ。そして行政は、一律に集落を支援するのではなく、運動に参加したい

「やる気のある」集落に対して支援を行うという、思い切った決断をした点にある。 

ゼロイチ運動は、智頭町の全87集落のうち、16集落が参加した。全体から見れば

２割程度であるが、活動に参加したいという主体的な住民が活動すること、その主体

性に対して行政が支援するという経験が、その後も続く智頭町の住民主体による自治

の基盤をつくっていった。 

 

＜新しい住民参加のかたち「百人委員会」＞  

ゼロイチ運動によって住民主体の活動は活発化したが、成熟するにつれて集落や地

区単位の地縁を基盤にした組織だけでは解決できない課題＊３も出てきた。そこで次の

ステップとしてつくられたのが、地域づくりに関心のある住民が任意で参加・議論し、

行政に提案する「テーマ型」の組織「智頭町百人委員会」だ。 

委員は町民や町内勤務者から公募によって選ばれ、任期は１年、再任も可能だ＊４。

地域課題を一つの提案までつくり上げるために、委員は何度も議論を繰り返し、予算

案なども含め実施可能な企画にして、行政に提案する。それに対して行政は、提案が

地域発展に寄与するものなのかを精査しながら、町

政に反映することを前向きに検討する。決定した後

の事業を進めていくのは、もちろん住民だ。 

行政への住民参加ということでいえば、例えば事業

計画に対するパブリックコメントや総合計画策定に

あたって、公募で住民から参加を募る方式は全国で

行われている。しかし、智頭町のように住民自らが

事業計画～予算策定～行政への提案～実行まで行う

写真提供：智頭町 

写真１ 百人委員会企画提案会の様子 
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例は多くはないだろう。 

平成20年（2008年）に始まった本事業から、豊かな智頭の森林をいかした「森の

ようちえん まるたんぼう」（2009年）、林業を再生させることを目指した「木の宿場

プロジェクト」（2015年）など、智頭町を代表する事業が生まれている。 

「森のようちえん」は、北欧諸国で始まった

野外保育の一つで、自然体験活動を基軸にした

子育て・保育を自然の中で行う。智頭町の豊か

な自然の中で子どもの自主性や創造性を育もう

という保育方針に共感し、町外・県外からの移

住を希望する家族からの問い合わせも増えてい

るという。 

また、「木の宿場プロジェクト」は、林地に放

置された残材や間伐材を実行委員会が１トン当

たり6,000円の通貨価値で地域通貨（杉小判）と

交換する取り組みだ。軽トラックで運べる量か

ら買い取りが可能なので、小規模兼業林家や林

業に従事したことのない人でも活動でき、森林

を守ることができる。地域通貨は、町内の商店

などで使うことができ、森林の保全と同時に地

域内で経済を循環させることが狙いだ。かつて

林業で栄え宿場町だった智頭町ならではのアイ

デアだといえるだろう。 

 

＜「おせっかい」を推奨する＞ 

 2016年、智頭町は「智頭町おせっかい宣言」をした。おせっかいがあふれる地域コ

ミュニティをつくっていくことを、町として推進するものだ。 

住民主体の活動が定着した智頭町でも、すべての住民が隣近所と頻繁に付き合う

ことや、助け合うということができているわけではない。多くの住民は、平日日中に

町外で働き、また高齢者や育児中の親の孤立なども存在する。「おせっかい」するこ

とが大事だとわかっていても、日ごろから地域内の交流が少なければ、いざしようと

思ってもなかなか勇気がでないものだ。相手にとっても厄介なこととして受け取られ

る可能性もある。それをあえて地域全体でやろうと宣言することは、住民の主体性や

住民参加を推奨する智頭町だからこそのユニークな発想だろう。 

そして今年2019年11月、この「おせっかい」を冠とした取り組みを開始した。智

頭町在住の子どもたちの町外の高校や大学への進学を支援する「おせっかい奨学パッ

ケージ*５」と称する制度だ。 

写真提供：森のようちえん 

写真提供：智頭町 

写真３ 木の宿場プロジェクト  
 

写真２ 森のようちえん まるたんぼう  
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この制度では、地元鳥取県の信用金庫の協力を得て、保護者に通常よりも低金利

のローンを用意し、町外に生活することで増える経済的負担を軽減する（高校生：３

万円/月、大学生４万円5,000円/月）。「奨学金」といえば通常、経済的な理由で就学

が困難であり且つ優れた学生に貸与、給付されるお金や制度を指すが、本取り組みで

は成績で判断されることはない。智頭町の子どもたちが、経済的・地理的不利な理由

によって学ぶ機会を失うことがないよう、そして将来的に智頭町を担う人材が戻って

きてくれることを期待して作られている。そのための経済支援として、町民や智頭町

にゆかりのある人びとからの寄付やふるさと納税制度などで集めた資金を財源にした

「基金」を創設し、奨学生が卒業後10年以内に智頭町へ戻ってきた場合には、元金・

利子相当額を10年間にわたって助成することを想定している。 

Ｕターンを促す奨学制度だけみれば他自治体や組織の事例もあるが、智頭町らし

いのは、お金の支援だけでなく地域住民が「おせっかいを焼ける仕組み」をつくろう

としていることだ。町の森林組合や商工会、建設業協会などが連携して、学生のイン

ターンシップの受け入れや就職、起業時に支援すること、さらに智頭町役場の若手職

員やゼロイチ運動に関わる協議会のメンバーが中心となり、町外へ進学した学生の日

常的な相談に乗ったり、情報交換したりすることで、学生の日々の生活を支えていこ

うと計画している。 

 

＜住民による「主体的」な地域づくりとは＞ 

住民が地域の運営に主体的に関わっていくことや、その地方の行政が住民の意思と

責任に基づいて行なわれることを「住民自治」と呼ぶことがある。 

ただし、「住民主体のまちづくりをしよう」とは言うが易し、智頭町が実に30年の時

間をかけて積み重ねてきたように、道のりはそう簡単ではない。主体的な人材が自然

発生的に出てくるわけではないし、行政の支援は必要だが、行政主導の型にはめたや

り方や、住民の意見を取り入れると称して都合の良い意見を言ってくれる人だけ集め

るといったものでは、住民が活動したくなる地域にはならないだろう。 

そのような意味では、例えばゼロイチ運動は、集落の住民が自分たちの地域を見つ

め直し地域の資源を発掘・発見すること、そして３つの柱に沿って活動するという共

通の目的の下で活動するので、集落内そして集落同士の連携も生まれやすい。さらに

活動が促進・発展するよう、行政は人員を配置し、資金的に下支えしている。このよ

うな一連のシステムとして形づくられていることが、持続的な活動の基盤になってい

る。 

集落や地区といった目に見える範囲で、住民自らが提案した企画がいくつも具現化

し地域が活気づいていくことは、住民の不安を少なくし、住み続けたい（住み続けら

れる）という意識も高まるだろう。そして子どもたちにとっては、地域のために活動

する大人を日常的に目にしていれば、自然と自分たちが暮らす地域に関心を持ち、自
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分も何かしたいと思うようになるかもしれない。 

「まちづくり」という大々的な目標でなくとも、地域の人びとが何かをやってみた

いという芽を見逃さず、長期的な視点で育むシステムをつくり、動かし続けていくこ

とが、域内の人の流れを活発化させ、新たな挑戦を生み出し、結果として域外からの

人を惹き寄せる地域にしていくのではないだろうか。 

 

（ライフデザイン研究部 いながき みつ） 

 

【注釈】 

*1 道、田、畑、山林等の維持・管理や祭り、結婚式、葬儀などの集落総出で行う作業を指

す。集落や地域の人びとが総出で作業するということだけでなく、このような作業を通

じて地域の一体感を保つことや文化や習慣などを継承していく意味もある。 

*2 ゼロイチ運動の発足から11年後の平成20年には、それまでの集落単位での活動を拡充す

る組織として、地区（小学校区）を単位とする「地区振興協議会」が設置され、10年間

で600万円の支援を行っている。 

*3 例えば、教育課題、観光や産業振興等の地域全体の福祉や保全、経済にかかわる課題。 

*4  一般の部は18歳以上、学生の部では、中学生、高校生、大学生が参画することができ

る。 

*5 地域で育った人材が、世界各地で活躍し、ふるさとに戻ってさらに活躍することを支援

するための制度。慶應義塾大学 SFC 研究所の助言の下で各地の自治体や金融機関ととも

に共同開発している。これまで「ぶり奨学プログラム」（2015年：長島町、2016年：氷見

市）、「リサイクル未来創生奨学パッケージ」（2018年：大崎町）等があり、おせっかい奨

学パッケージについても SFC 研究所と智頭町、地元信用金庫との共同開発。 
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